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7

橋梁添架・専用橋アスベストの撤去状況について

アスベストの撤去状況

　橋梁下で発生する火災から橋梁添架設備（管路及び収容ケーブル）

を保護するため（図1）、以前は耐火防護設備として耐火性のあるアスベ

スト（石綿）を使用していました。

　しかし、「特定化学物質等障害予防規則」及び「廃棄物処理法」の改

定により、アスベストが特別管理産業廃棄物に指定され、その危険性

が指摘されたことを受け、橋梁添架設備の耐火防護として、無害の新

素材によるロックウール工法※1を開発・導入し、1983年からアスベスト

による耐火防護設備の撤去更改を実施してきました。

　さらに耐火防護工法等の改良を重ね1997年からは耐火性、経済性

に優れたプレキャスト工法※2（図2）を開発・導入し、積極的に耐火設備

の更改を推進してきました。

　具体的な撤去更改は、工法の開発と同時に設備の現況調査を実施

しました。次に「旧耐火防護設備更改管理表」を作成し、設備の定期検

査による劣化度、損傷度等の判定を行いました。その結果、橋梁管理責

任者が計画する橋梁架替え等の工事を踏まえ、1999年度末約550t

あったアスベストによる耐火防護設備は、2003年度末までに解消予定

でした。しかしながら2003年度設備点検・工事等の中で新たな対象橋

梁が確認されたことにより、2005年度末には、14tが残りました。その

ため、残設備等管理を徹底し、撤去更改を行うことで、橋梁添架・専用

橋アスベストによる耐火防護設備については、2006年度末に計画的な

撤去更改が完了しました。

　しかしながら、2007年度に以前撤去更改した橋梁添架で残留した

アスベスト片を発見したため、一部の除去工事を行いました。なお、

同様の残留アスベスト片については、橋梁添架の設備点検と合わせて

確認し、万が一発見された場合は適宜対処し除去していきます。

※1

※2

ロックウール工法 
無害の新素材を使用して断熱材（ロックウール）と外装材を個別に巻き
付ける施工方法です。

プレキャスト工法 
無害の新素材を使用して断熱材（セラミックファイバー）と外装材とを
一体化し巻付ける施工方法です。

　NTT西日本は、建物に約12万㎡の吹き付けアスベストを使用し
ていましたが、アスベスト除去計画を強化するために、「2000年度
末までに管理対象の実行可能な全量を撤去する」ことを目標とし、
目標どおり2000年度末をもって、対象の建築用吹き付けアスベス
トを全量撤去しました。一方、国土交通省の民間建物調査指示
（2005.7.14）を踏まえ、2005年度、更に精度を高めた調査を実施し
ました。その結果、新たに約6.5万㎡のアスベスト含有吹き付け材
が見つかり、2008年度に約0.05万㎡、2009年度に約0.12万㎡、

2010年度に0.58万㎡のアスベストを除去しました。残りのアスベスト
は撤去できない、もしくは浮遊する恐れがないため、経過観測として
おり、年に1度、空気環境測定を実施しています。2011年度以降は
測定結果について基準値以上の値が出たものについてはアスベスト
撤去工事を実施し、除去する方針です。
　2013年度も引き続き空気環境測定等の対策を進めていく予定
です。現在実施している建築工事に使用する建材については、ノン
アスベスト化製品を採用しています。
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ICTサービスの提供による環境負荷低減11

　NTTソルマーレでは、ブロードバンドの整備と携帯電話の普及に
より、今まで書籍が一般的だったコミックを電子化して配信する「電子
コミック」サービスの提供を行っており、若い人を中心に急速に拡大
しています（図1）。
　本サービスは、従来紙で表現されているマンガを1コマずつ丁寧な
作業によりデジタル化し携帯電話等の画面で見やすく表現し提供する
ものです。携帯電話で楽しめるのでコミックを気軽に持ち歩くことが
でき、いつでもどこでも好きなマンガを楽しむことができるという
従来にない新しい読書スタイルを実現しました。
　電子化による環境へのメリットは、ペーパーレス化による紙資源の
節減にとどまらず、印刷や物流に伴うCO2の削減等、様々な面で、環境
負荷低減に貢献できると考えています。

　下図に示す評価条件、評価モデルにより算出した結果、オンプレミスと比較してホスティングサービス（Bizひかりクラウド）は、18,728t-CO2/年、
83％のCO2削減効果があることが分かりました。ホスティングサービス(Bizひかりクラウド)を利用すると、ネットワークインフラ利用が増加する
一方でICT機器利用、人移動、人執務を削減することができます。

【機能単位】
契約分のサーバーの1年間の保守・運用を含めた利用

【原単位データベース】
産業連関表による環境負荷原単位データブック（3EID）

【システム境界】

「あまつそらなる」
©もりひのと
　 /NTTソルマーレ

「いちばん長い夜をよろしく」
©田久よう子/NTTソルマーレ

「幸田さんを信じちゃいけない」
©ナツハル/NTTソルマーレ

図1　電子コミックのイメージ

図2　NTT西日本の環境ソリューション例

環境ソリューションによる環境負荷軽減

環境ソリューション

　お客様が環境問題に取り組むにあたり、ソリューションメニューとして様々な環境ソリューションを提供しています。環境ソリューションは、
環境への貢献だけでなく、コスト管理や業務効率化の効果をもたらします。
　まずはじめに、お客様の状況や課題をヒアリングさせていただき、その結果に応じてお客様に適したご提案をします。例えば「何から取り組めば
いいのか分からない」といったご相談には、現状分析から方針策定、具体的な実行計画の立案等をサポートします。
　また、「CO2排出量の具体的な削減手段が分からない」といった課題をお持ちのお客様には、テレビ会議やeラーニングといった省エネ／省資源
ソリューションをご提供しています（図2）。
　その他、「CO2排出量の算定の基となるデータを効率的に収集したい」というお客様には、「環境モニタリングシステム」の導入をご提案します。

概 要

効 果

テレビ会議システム

ネットワーク経由で遠隔会議を実現するシステムです。

会議による出張を削減し、交通手段の利用に伴う環境負荷を
低減します。

概 要

効 果

環境モニタリングシステム

電力等のエネルギー使用量を計測するシステムです。

エネルギー使用量を詳細に把握することで、省エネルギー
施策の立案や報告書の作成を効率的に行うことができます。

オンプレミス ホスティングサービス（Bizひかりクラウド）
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【機能単位】
サーバー18.55台（200契約中の1契約あたり）の
1年間の保守・運用を含めた利用

【原単位データベース】
産業連関表による環境負荷原単位データブック
（3EID）

【システム境界】

オンプレミス 一般的なデータセンター 一般的なDCBizひかりクラウド

一般的なデータセンター・Bizひかりクラウド共通
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・発泡スチロールの使用量を削減します。

・省エネルギーを考慮した設計を行います。

・国際エネルギースタープログラム対象製品は、これに準じた設計を
　行います。

<環境に配慮した梱包材>

<省エネルギー>

<環境に配慮した素材の採用>

<リサイクルしやすい設計>

ホームページ
http://www.ntt-west.co.jp/kiki/support/eco/eco_c2.html

図5　ダイナミックエコ認定機種図4　ダイナミックエコマーク

ダイナミックエコ認定商品

ダイナミックエコの認定

ダイナミックエコ認定基準

福祉電話の認定商品
「シルバーホン・ふれあいＳⅡ」

（情報機器）

VoIPアダプターの認定商品
「Netcommunity OG400Xa」

（情報機器）

環境に配慮した情報機器の開発

　NTT西日本の情報機器は、「お客様宅に設置される」「お客様の手に直接触れる」「お客様により廃棄される」等の理由から、人・地球にとって
環境負荷の小さい情報機器の提供をより一層推進することが必要です。そこで、2000年3月にNTTグループグリーン調達ガイドラインの追補
版として「通信機器グリーン調達のためのガイドライン」を制定し、一部商品においてはダイナミックエコの認定を受けています。

　NTT西日本が提供する情報機器が、環境への負荷低減等の環境
保全活動に寄与している情報を広く社会に公表することにより、
【環境に役立つ商品をお客様へ訴求すること】【環境対応を積極的に
アピールすることによる企業イメージの向上により商品競争力を
向上させること】を目的として、2001年3月、ISO14021に準拠した自己
宣言型の環境ラベル「ダイナミックエコ」を制定しました（図4）。
　「ダイナミックエコ」は、＜追補版＞「通信機器グリーン調達のための
ガイドライン」規定を基に、更に厳しい環境基準を満たした商品だけに
表示しています。
　「ダイナミックエコ」認定基準については、NTT西日本ホームページ
において公表し、情報機器における環境保護の取り組みをお客様に
理解していただくよう努めています。

・NTT西日本が指定する含有禁止物質について製品には使用しません。
・NTT西日本が指定する含有抑制物質については、使用を抑制するととも
に物質名・量を管理します。
・酸性雨で地中に溶け出して人体に影響がある鉛を、製品へ使用する
ことを抑制しています。
・焼却時にダイオキシン発生の恐れがあるPVC（ポリ塩化ビニル）、
非デカブロ系難燃剤以外のハロゲン系難燃剤の製品への使用を
抑制します。
・廃棄やリサイクルのために、製品には推奨プラスチック材料（ポリ
スチレン等）、推奨金属材料を使用します。
・取扱説明書等に使用する紙は再生紙を使用し、印刷インキは、オゾン
層破壊物質等の含有禁止物質を含まないものを使用します。 

・製品のリサイクル可能率を70％以上とします。
・リサイクルを容易にするため、全てのプラスチック製部品に材料名を
表示し、リサイクルに支障のない方法で製品名を表示します。

　2001年11月に販売開始したダイナミックエコ認定第1号商品の
ビジネスファクスを皮切りに、毎年ダイナミックエコ認定商品の適用を
推進しています（図5）。
　現在では、ダイナミックエコ認定商品の適用範囲は、ビジネス
フォン、ビジネスファクス、ひかり電話オフィスタイプ対応VoIPアダ
プター、家庭向けの電話機やファクス等、多機種の製品に及んでおり、
商品の切替時にはダイナミックエコ認定を継承しています。
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図5　Myビリング加入件数及びそれに伴う紙の削減量
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請求書等の紙資源削減の取り組み

　NTT西日本では、電話料金等を口座振替もしくはクレジットカード

決済でお支払いいただいているお客様へ、書面でのご案内に替えて、

インターネットで「ご利用料金のお知らせ」等をご確認いただける

サービス「Myビリング※」（会員サービス）を推奨しています。

　このサービスによって請求書や封筒等の紙資源の削減に努めた

結果、2012年度の紙の削減量は334.0t、「Myビリング」の加入件数は

195.5万件となりました（図5）

※  Myビリング（会員サービス）
　  ・インターネットご利用時に必要となる接続費用はご利用者ご自身の
　    負担となります。
　  ・「ご利用料金のお知らせ」、「領収金額」を1ヵ月ごとに12ヵ月分照会
　    できます（Myビリングご契約前のご利用料金は照会できません）。　

334.0

195.5

消火用特定ハロンの廃止

　オゾン層保護対策としては、ハロン消火設備の新設中止と代替ハロン消火設備導入に取り組んでいます。消火用ハロンガスとして使われて
いるのは主にハロン1301で、これまでその優れた消火性能や高絶縁性、低毒性、低オゾン性等からNTT西日本においても通信機械室、電算機室、
電力室等で使用し、約410tを所有しています。これら消火用ハロンガスについては、1992年以降新増設を廃止しています。
　ハロンに替わる消火剤として、代替ハロン消火システムの導入を行っています。これは、消火性能や人体・通信装置に対する安全性が高く、
オゾン層を破壊しない新しい消火剤※1を用いたシステムです。
　また、ハロン消火設備については誤放出の防止対策を行い、火災に対する安全性向上のために、火災を早期に検知する火災早期検知システム
（図3）の導入を推進しています。このシステムは、エアサンプリング式の超高感度煙検知装置により、低濃度の煙を感知することが可能な
火災検知システムで、空調循環風量の大きな空間の火災も短時間で発見することが可能であり、火災に対する安全性が向上します。
　2013年度も継続した取り組みを推進します。

※1　NN100※2、lnergen※3、FM200※4の3種類のいずれかとし、建物ごとに建設費等を総合的に勘案して選定することにしています。

※2　NN100

　　 イナート系消火剤。窒素ガスで構成されています。オゾン破壊係数、地球温暖化係数ともにゼロです。

※3　lnergen

　　 イナート系消火剤。N2、Ar、CO2の混合ガスで構成されています。オゾン破壊係数、地球温暖化係数ともにゼロです。

※4　FM200

　　 フッ素系消火剤で放出時間が制限されます。液体貯蔵の為、ボンベの容器本数がNN100、lnergenに比べ少なくなります。オゾン破壊係数はゼロで、
　　 地球温暖化係数は2050です。

【参考文献】
「産業連関表による環境負荷原単位データブック（3EID）2005年版」　発行元：独立行政法人　国立環境研究所
http://www.cger.nies.go.jp/publications/report/d031/jpn/datafile/index.htm

「日本発のデータセンター省エネ新指標DPPEの国際会議における検討について」　発行元：グリーンIT推進協議会
http://www.greenit-pc.jp/topics/release/pdf/dppe_j_20110228_2.pdf

「データセンタの電力効率のモデル化」　発行元：American Power Conversion
http://www.apc.com/jp/s/products/isx/APC_WP_No113_J_Final.pdf

※ICT機器の製造に係るCO2排出原単位、廃棄に係るCO2排出原単位を引用

※PUEの平均値を引用

※ICT機器に対するUPSの消費電力量を引用

通信機械室

代替ハロン消火ガスボンベ室

系統選択弁

吹出ヘッド

吹出ヘッド

スピーカー

避圧ダンパ

放出表示灯

通信装置通信装置

空調気流

空調機
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煙検知装置

（二重床内）

起動用ガス 蓄電池設備
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ス
配
管

手
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図3　通信機械室における新消火・防火システム

LCA評価の基本条件（ホスティング）

ホスティングサービスの評価モデル（全契約）

ホスティングサービスの評価結果

電子コミックによる環境負荷低減　ーメディアは紙から電子へー

環境影響要因 オンプレミス ホスティングサービス（Bizひかりクラウド）
ICT機器利用 サーバー、UPS、空調、照明 サーバー、UPS、ネットワーク機器（データセンター側、お客様拠点側）、空調、照明

ネットワーク回線
データセンターの監視システム
保守・運用稼働に係る通勤

ー
ー
ー

保守・運用稼働

保守・運用稼働に係る通勤

保守・運用稼働

ー
ー

ー
ー
ー

ネットワークインフラ利用
ソフトウェア利用

人移動
物移動

材料・エネルギー消費
物保管
人執務

ICT機器利用＋
ソフトウェア利用

ネットワーク
インフラ利用

オンプレミス
ホスティングサービス
（Bizひかりクラウド）

1,770

642

0

3,300

人移動

6,811

2

人執務

14,096

5

合計

22,677

3,949

サーバー、UPS

照明 空調

保守・運用稼働

×11,000契約お客様側拠点

ネットワーク機器

×1データセンター

◆サーバー（パソコン）
　1台/1契約

◆サーバー・監視システム
　62台

◆ネットワーク機器
　79台　お客様ルーター（お客様拠点側）：1台/1契約

◆UPS・照明・空調
　NTT西日本データセンターのPUE（1.68）とIT機器に対するUPSの消費電力（0.6）から算出

◆ネットワークインフラ
　データセンター側、お客様拠点側各1回線/1契約

◆保守・運用稼働
　契約数

C
O
2
排
出
量【
t-
C
O
2
/年
】

単位：t-CO2/年

ICT機器利用＋
ソフトウェア利用

ネットワーク
インフラ利用

オンプレミス
ハウジングサービス
（一般的なDC）

62.9

62.9

0.0

0.3

人移動

2.2

0.1

人執務

4.6

0.2

合計

69.8

63.5

ハウジングサービス
（Bizひかりクラウド）

57.7 0.3 0.1 0.2 58.2

※電力原単位は、環境アセスメント共通基盤のデフォルト値を使用。
　デフォルト値：2010（電気事業連合会/連合会公表値）

◆UPS・照明・空調
　一般的なデータセンターのPUE（1.9）とIT機器に対するUPSの消費
　電力（0.6）から算出

◆保守・運用稼働
　960人時/年・1契約と想定

照明

保守・運用稼働

ネットワーク機器

サーバー、UPS、
監視システム 

オンプレミス

■ 人執務

■ 人移動

■ ネットワーク
　インフラ利用

■ ICT機器利用＋
　ソフトウェア利用

空調

×契約数お客様側拠点
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0
ホスティングサービス
（Bizひかりクラウド）

18,728t-CO2/年
83％削減

ハウジングサービスの評価結果

オンプレミス
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ハウジングサービス
（Bizひかりクラウド）

ハウジングサービス
（一般的なデータセンター）
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0

LCA評価の基本条件（ハウジング）

ハウジングサービスの評価モデル（1契約あたり）

環境影響要因 オンプレミス

ICT機器利用 サーバー、UPS、空調、照明

保守・運用稼働に係る通勤

ー
ー

ー
ー
ー

一般的なデータセンター
サーバー、UPS、ネットワーク機器（データ
センター側、お客様拠点側）、照明、空調

保守・運用稼働に係る通勤

ネットワーク回線
データセンターの監視等システム

ー
ー
ー

Bizひかりクラウド
サーバー、UPS、ネットワーク機器（データ
センター側、お客様拠点側）、照明、空調

保守・運用稼働に係る通勤

ネットワーク回線
データセンターの監視等システム

ー
ー
ー

ネットワークインフラ利用
ソフトウェア利用

人移動
物移動

材料・エネルギー消費
物保管

保守・運用稼働 保守・運用稼働 保守・運用稼働人執務

照明

空調

お客様側拠点

サーバー、UPS

ネットワーク機器

データセンター

◆サーバー
　18.55台

◆UPS・照明・空調
　一般的なデータセンターのPUE（1.9）とIT機器に対する
　UPSの消費電力（0.6）から算出

◆UPS・照明・空調
　一般的なデータセンターのPUE（1.9）と
　IT機器に対するUPSの消費電力（0.6）
　から算出
◆保守・運用稼働
　3,460人時/年と想定

ネットワーク
インフラ

照明

ネットワーク機器

空調

お客様側拠点

保守・運用稼働
サーバー、UPS、監視システム

保守・運用稼働

ネットワーク機器

データセンター

◆UPS・照明・空調
　NTT西日本データセンターのPUE（1.68）とIT機器に
　対するUPSの消費電力（0.6）から算出

◆サーバー・監視システム
　18.55台

◆ネットワーク機器
　79台　お客様ルーター（お客様拠点側）：1台/1契約

◆ネットワークインフラ
　データセンター側、お客様拠点側各1回線

◆保守・運用稼働
　129,575人時/年

照明

ネットワーク機器

空調

お客様側拠点

サーバー、UPS、監視システム

保守・運用稼働

11.6t-CO2/年
17％削減

5.3t-CO2/年
8％削減

　オンプレミスと比較してホスティングサービス（Bizひかりクラウド）は、83％のCO2削減効果、ハウジングサービス（Bizひかりクラウド）は、
17％のCO2削減効果があることが分かりました。

　Green by ICTの取り組みの一環としてNTTスマートコネクト社の協力のもと、「Bizひかりクラウド」のライフサイクルアセスメント（LCA）を
実施しました。
　「ICTのグリーン化  Green of ICT」を進める一方で、ITを活用することで、業務の効率化とともに、ワークスタイルやライフスタイルを環境に
やさしいものに変えていこうとする「Green by ICT」にも取り組んでいます。業務のシステム化による省力化やペーパーレス化だけでなく、
人の移動の削減、ワークスタイルの変革にもつながるICTが環境負荷低減に果たす役割は小さくありません。その効果を定量的に示そうと
するのがLCAの手法です。
　一般的には、（1）評価の目的と調査範囲を設定し、（2）環境負荷物質（CO2等）の排出量を、製品のライフサイクルに沿って積算（インベントリ
分析）する。（3）算出された環境負荷量によって、どのような影響を及ぼすかを評価します。下記では、（2）のCO2の排出量までを、既存のオンプ
レミス環境や、一般的なデータセンターと、NTT西日本のサービスと比較してみました。
　なお、本評価は日本環境効率フォーラムの「情報通信技術（ICT）の環境効率評価ガイドライン」（2006年3月）に基づいて実施しています。

LCAについて

ホスティングサービスのLCA

Green by ICT　ーホスティングサービス・ハウジングサービスのLCAの取り組みー

ネットワーク
インフラ

PUE：消費電力効率（IT装置とその他の電力の比率）　UPS：無停電電源装置

　下図に示す評価条件、評価モデルにより算出した結果、オンプレミスと比較してハウジングサービス（Bizひかりクラウド）は、1契約あたり
11.6t-CO2/年、17％のCO2削減効果があることが分かりました。ハウジングサービス（Bizひかりクラウド）を利用すると、ネットワークインフラ
利用が増加する一方でICT機器利用、人移動、人執務を削減することができます。

ハウジングサービスのLCA

ネットワーク
インフラ

■ 人執務

■ 人移動

■ ネットワーク
　インフラ利用

■ ICT機器利用＋
　ソフトウェア利用

単位：t-CO2/年

PUE：消費電力効率（IT装置とその他の電力の比率）　UPS：無停電電源装置
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建物におけるグリーン設計

オフィス事務用品のグリーン購入

　一般的に建物の建設、保有、運用においては、多量の資源エネルギーを消費し、撤去時には廃棄物等の環境負荷を発生させます。NTT西日本は

多くの建物を保有していますが、建物の計画設計段階から地球環境保護への配慮を行い、環境への負荷を最小限に抑える「グリーン設計」を

推進しています。

　NTTグループでは、2000年10月に地球環境保護に配慮した建物の設計を推進するための目的・基本的考え方を取りまとめた「建物グリーン

設計ガイドライン」を制定しています。NTT西日本は、このガイドラインを着実に実行するため、 「建物グリーン設計ガイドライン《NTT西日本

解説版》」を制定し、より具体的な取り組み内容を明確にし、社内定着を図っています。「建物グリーン設計ガイドライン」は、建築基準法改正、

土壌汚染対策法施行、健康増進法制定等、環境関連法規の変更に追随して見直しを行い、2004年5月に第3版として改定を行い、現在運用して

います。

　なお、第3版では施設の運用段階も含めて、積極的な環境共生建物の実現をめざす内容となっています。

　NTT西日本グループでは、コピー用紙や文房具等、日常使用して

いる事務用品を購入する場合、価格や品質だけではなく環境への

影響も考慮し、グリーン購入ネットワーク※1に加入するとともに

その商品ガイドライン等を準用した低環境負荷事務用品の購入を

進めています。

　2012年度末では3,795品目の低環境負荷事務用品をグループ

共通経理システム※2に導入しました（図3）。

　また、事務用品単価表リストに「環境区分」を設けて低環境負荷

製品を容易に識別できるようにしています。

※1 グリーン購入ネットワーク

※2 グループ共通経理システム 

グリーン購入の取り組みを促進するために1996年2月に設立された企業・
行政・消費者の緩やかなネットワークです。全国で2,657団体の企業や行政
（2011年11月18日現在）が参加しています。

2008年度よりNTTグループで導入した共用型の経理システム。主な機能
としては債権・債務管理、固定資産管理等があり、電子調達機能もある
ことから、購入から支払事務手続きまでの処理ができます。

図3　オフィス事務用品のグリーン購入推移
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電気通信設備におけるグリーン調達の取り組み 

●環境方針………………………
●環境マネジメントシステム…

●リサイクル、廃棄方法………

●材料……………………………
●省資源…………………………
●分解の容易性…………………
●表示……………………………
●省エネルギー…………………
●梱包材…………………………
●廃棄処理の容易性……………

サプライヤーの環境方針作成
サプライヤーの環境マネジメントシステム構築

材料の統一、材料の選定、有害物の使用抑制
再生材料の使用、減量化、長寿命化
再使用可能な部品、材料毎に分解可能な構造の促進
材料名、リサイクル・廃棄処理に必要な情報の表示
電力、燃料消費の抑制
構造、材料、表示
廃棄時の環境への影響の配慮

リサイクル、廃棄方法の提案要請リサイクル・廃棄方法

サプライヤーの取り組み

製品アセスメントの実施

〈追補版〉グリーン調達ガイドライン

グリーン調達ガイドライン

サプライヤー

要求

Ⅰ.プラスチック材料の統一／選定

Ⅱ.有害物の使用抑制

Ⅲ.プラスチック材料名の表示

Ⅳ.省エネルギー

Ⅴ.サプライヤー評価 　

推奨プラスチック材料
（ポリエチレン、ポリプロピレン、
 ポリスチレン、ポリエステル） 

回避すべき加工方法

含有禁止物質（49物質）
含有抑制物質（28物質）
管理物質（34物質）

材料名の記号、表示方法、表示位置
　（ＪＩＳに準拠した記号の表示促進、
  ラベルによる表示の禁止）

梱包材
　（ＪＩＳに準拠した記号の表示促進）

法令等に基づく性能
（エネルギーの使用の合理化に関する法律、
  国際エネルギースタープログラムに準拠、
  NTTグループ省エネ性能ガイドラインに準拠）

抑制すべき性能　
（平均消費電力、発熱量、最大消費電力の抑制）

● 企業体制評価
　（環境方針の作成、
  環境マネジメントシステムの構築）

● 製品評価
　（製品アセスメント）

図1　「NTTグループグリーン調達ガイドライン」の概要

　NTT西日本は電気通信設備の構築にあたり、必要となる資材を全て社外から調達しています。そのため、調達した製品の環境への影響が
そのまま事業活動の環境影響に直結します。そこで、1997年7月に「NTTグループグリーン調達ガイドライン」（図1）を制定し（2010年4月改定）、
これに基づいて環境影響を低減するように配慮された製品を優先的に購入することを目的とした「グリーン調達」を開始しました。
　また、1998年１月には製品個々への具体的要求事項を定めた「〈追補版〉グリーン調達ガイドライン」（2010年12月改定）を制定し、調達製品の
提供者（サプライヤー）等へ協力を要請しています。

サプライヤー様評価の実施によるグリーン調達の実践

　サプライヤー様の環境保護の取り組み体制について評価を行います（図2）。
　これは、企業としての環境保護に対する積極性を確認するためのもので、積極的なサプライヤー様が増えるほどNTT西日本の製品の環境
配慮度合いも向上する可能性があり、社会全体としても意義の高いことであると考えています。

　製品評価の実施については、サプライヤー様に対し、可能な限り製品を構成する全品目の評価を行うことを求めています。評価を実施した
品目数により、評価点数に差を設ける等、公平性を維持することにも十分、配慮しています。
　製品評価の調査項目は「プラスチック材料の統一／選定」、「有害物の使用抑制」、「プラスチック材料名の表示」、「省エネルギー」等グリーン
調達ガイドラインの要求項目に沿った内容となっています。

　NTT西日本では、調達する製品の研究・開発から廃棄に至る「製品ライフサイクル」を通じた環境負荷の低減をめざす取り組みの一環として、
調達している製品に対する環境配慮材料、製法等の改善に関する提案をサプライヤー様からいただいています。これを「環境VA（Value 

Analysis）提案」といいます。

　2002年4月に、これまでのグリーン調達ガイドラインでの各種要求事項に対する評価の実施方法を定めた「サプライヤー評価ガイドライン」を
制定しました。
　これは、NTT西日本が調達している様々な製品について仕様書単位での環境配慮度合いを「企業体制評価」と「製品評価」の2つの側面から
定量的に把握・評価を行うものです。
　この評価結果を活用することにより、本格的なグリーン調達の実践が図られました。
　なお、評価対象製品は原則としてNTT西日本が調達を行う全製品ですが、調達量の多い製品及び今後、調達量が増加することが予想される
製品を中心に評価を進めています。2012年度には8仕様の製品の評価を実施しました。

①企業体制評価

②製品評価

ホームページ　http://www.ntt-west.co.jp/procure/activity/

図2　サプライヤー評価シート

環境ＶＡ提案の採用

3,795

図1　橋梁添架設備の耐火防護範囲 図2　プレキャスト工法

防護範囲

耐火防護

現にある又は
想定される可燃物

可燃物の高さ

11.0m

橋梁添架管路

外装材
（着色亜鉛鉄板又はステンレス）

橋梁添架管路

支持金物
断熱材

（セラミックファイバー）

建築用アスベスト含有吹き付け材の撤去状況について
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橋梁添架・専用橋アスベストの撤去状況について

アスベストの撤去状況

　橋梁下で発生する火災から橋梁添架設備（管路及び収容ケーブル）

を保護するため（図1）、以前は耐火防護設備として耐火性のあるアスベ

スト（石綿）を使用していました。

　しかし、「特定化学物質等障害予防規則」及び「廃棄物処理法」の改

定により、アスベストが特別管理産業廃棄物に指定され、その危険性

が指摘されたことを受け、橋梁添架設備の耐火防護として、無害の新

素材によるロックウール工法※1を開発・導入し、1983年からアスベスト

による耐火防護設備の撤去更改を実施してきました。

　さらに耐火防護工法等の改良を重ね1997年からは耐火性、経済性

に優れたプレキャスト工法※2（図2）を開発・導入し、積極的に耐火設備

の更改を推進してきました。

　具体的な撤去更改は、工法の開発と同時に設備の現況調査を実施

しました。次に「旧耐火防護設備更改管理表」を作成し、設備の定期検

査による劣化度、損傷度等の判定を行いました。その結果、橋梁管理責

任者が計画する橋梁架替え等の工事を踏まえ、1999年度末約550t

あったアスベストによる耐火防護設備は、2003年度末までに解消予定

でした。しかしながら2003年度設備点検・工事等の中で新たな対象橋

梁が確認されたことにより、2005年度末には、14tが残りました。その

ため、残設備等管理を徹底し、撤去更改を行うことで、橋梁添架・専用

橋アスベストによる耐火防護設備については、2006年度末に計画的な

撤去更改が完了しました。

　しかしながら、2007年度に以前撤去更改した橋梁添架で残留した

アスベスト片を発見したため、一部の除去工事を行いました。なお、

同様の残留アスベスト片については、橋梁添架の設備点検と合わせて

確認し、万が一発見された場合は適宜対処し除去していきます。

※1

※2

ロックウール工法 
無害の新素材を使用して断熱材（ロックウール）と外装材を個別に巻き
付ける施工方法です。

プレキャスト工法 
無害の新素材を使用して断熱材（セラミックファイバー）と外装材とを
一体化し巻付ける施工方法です。

　NTT西日本は、建物に約12万㎡の吹き付けアスベストを使用し
ていましたが、アスベスト除去計画を強化するために、「2000年度
末までに管理対象の実行可能な全量を撤去する」ことを目標とし、
目標どおり2000年度末をもって、対象の建築用吹き付けアスベス
トを全量撤去しました。一方、国土交通省の民間建物調査指示
（2005.7.14）を踏まえ、2005年度、更に精度を高めた調査を実施し
ました。その結果、新たに約6.5万㎡のアスベスト含有吹き付け材
が見つかり、2008年度に約0.05万㎡、2009年度に約0.12万㎡、

2010年度に0.58万㎡のアスベストを除去しました。残りのアスベスト
は撤去できない、もしくは浮遊する恐れがないため、経過観測として
おり、年に1度、空気環境測定を実施しています。2011年度以降は
測定結果について基準値以上の値が出たものについてはアスベスト
撤去工事を実施し、除去する方針です。
　2013年度も引き続き空気環境測定等の対策を進めていく予定
です。現在実施している建築工事に使用する建材については、ノン
アスベスト化製品を採用しています。
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ICTサービスの提供による環境負荷低減11

　NTTソルマーレでは、ブロードバンドの整備と携帯電話の普及に
より、今まで書籍が一般的だったコミックを電子化して配信する「電子
コミック」サービスの提供を行っており、若い人を中心に急速に拡大
しています（図1）。
　本サービスは、従来紙で表現されているマンガを1コマずつ丁寧な
作業によりデジタル化し携帯電話等の画面で見やすく表現し提供する
ものです。携帯電話で楽しめるのでコミックを気軽に持ち歩くことが
でき、いつでもどこでも好きなマンガを楽しむことができるという
従来にない新しい読書スタイルを実現しました。
　電子化による環境へのメリットは、ペーパーレス化による紙資源の
節減にとどまらず、印刷や物流に伴うCO2の削減等、様々な面で、環境
負荷低減に貢献できると考えています。

　下図に示す評価条件、評価モデルにより算出した結果、オンプレミスと比較してホスティングサービス（Bizひかりクラウド）は、18,728t-CO2/年、
83％のCO2削減効果があることが分かりました。ホスティングサービス(Bizひかりクラウド)を利用すると、ネットワークインフラ利用が増加する
一方でICT機器利用、人移動、人執務を削減することができます。

【機能単位】
契約分のサーバーの1年間の保守・運用を含めた利用

【原単位データベース】
産業連関表による環境負荷原単位データブック（3EID）

【システム境界】

「あまつそらなる」
©もりひのと
　 /NTTソルマーレ

「いちばん長い夜をよろしく」
©田久よう子/NTTソルマーレ

「幸田さんを信じちゃいけない」
©ナツハル/NTTソルマーレ

図1　電子コミックのイメージ

図2　NTT西日本の環境ソリューション例

環境ソリューションによる環境負荷軽減

環境ソリューション

　お客様が環境問題に取り組むにあたり、ソリューションメニューとして様々な環境ソリューションを提供しています。環境ソリューションは、
環境への貢献だけでなく、コスト管理や業務効率化の効果をもたらします。
　まずはじめに、お客様の状況や課題をヒアリングさせていただき、その結果に応じてお客様に適したご提案をします。例えば「何から取り組めば
いいのか分からない」といったご相談には、現状分析から方針策定、具体的な実行計画の立案等をサポートします。
　また、「CO2排出量の具体的な削減手段が分からない」といった課題をお持ちのお客様には、テレビ会議やeラーニングといった省エネ／省資源
ソリューションをご提供しています（図2）。
　その他、「CO2排出量の算定の基となるデータを効率的に収集したい」というお客様には、「環境モニタリングシステム」の導入をご提案します。

概 要

効 果

テレビ会議システム

ネットワーク経由で遠隔会議を実現するシステムです。

会議による出張を削減し、交通手段の利用に伴う環境負荷を
低減します。

概 要

効 果

環境モニタリングシステム

電力等のエネルギー使用量を計測するシステムです。

エネルギー使用量を詳細に把握することで、省エネルギー
施策の立案や報告書の作成を効率的に行うことができます。

オンプレミス ホスティングサービス（Bizひかりクラウド）
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【機能単位】
サーバー18.55台（200契約中の1契約あたり）の
1年間の保守・運用を含めた利用

【原単位データベース】
産業連関表による環境負荷原単位データブック
（3EID）

【システム境界】

オンプレミス 一般的なデータセンター 一般的なDCBizひかりクラウド

一般的なデータセンター・Bizひかりクラウド共通

ICTサービスの提供による環境負荷低減11

ICTサービスの提供による環境負荷低減11
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フロント・オブ・パイプとしての取り組み12
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フロント・オブ・パイプとしての取り組み12

・発泡スチロールの使用量を削減します。

・省エネルギーを考慮した設計を行います。

・国際エネルギースタープログラム対象製品は、これに準じた設計を
　行います。

<環境に配慮した梱包材>

<省エネルギー>

<環境に配慮した素材の採用>

<リサイクルしやすい設計>

ホームページ
http://www.ntt-west.co.jp/kiki/support/eco/eco_c2.html

図5　ダイナミックエコ認定機種図4　ダイナミックエコマーク

ダイナミックエコ認定商品

ダイナミックエコの認定

ダイナミックエコ認定基準

福祉電話の認定商品
「シルバーホン・ふれあいＳⅡ」

（情報機器）

VoIPアダプターの認定商品
「Netcommunity OG400Xa」

（情報機器）

環境に配慮した情報機器の開発

　NTT西日本の情報機器は、「お客様宅に設置される」「お客様の手に直接触れる」「お客様により廃棄される」等の理由から、人・地球にとって
環境負荷の小さい情報機器の提供をより一層推進することが必要です。そこで、2000年3月にNTTグループグリーン調達ガイドラインの追補
版として「通信機器グリーン調達のためのガイドライン」を制定し、一部商品においてはダイナミックエコの認定を受けています。

　NTT西日本が提供する情報機器が、環境への負荷低減等の環境
保全活動に寄与している情報を広く社会に公表することにより、
【環境に役立つ商品をお客様へ訴求すること】【環境対応を積極的に
アピールすることによる企業イメージの向上により商品競争力を
向上させること】を目的として、2001年3月、ISO14021に準拠した自己
宣言型の環境ラベル「ダイナミックエコ」を制定しました（図4）。
　「ダイナミックエコ」は、＜追補版＞「通信機器グリーン調達のための
ガイドライン」規定を基に、更に厳しい環境基準を満たした商品だけに
表示しています。
　「ダイナミックエコ」認定基準については、NTT西日本ホームページ
において公表し、情報機器における環境保護の取り組みをお客様に
理解していただくよう努めています。

・NTT西日本が指定する含有禁止物質について製品には使用しません。
・NTT西日本が指定する含有抑制物質については、使用を抑制するととも
に物質名・量を管理します。
・酸性雨で地中に溶け出して人体に影響がある鉛を、製品へ使用する
ことを抑制しています。
・焼却時にダイオキシン発生の恐れがあるPVC（ポリ塩化ビニル）、
非デカブロ系難燃剤以外のハロゲン系難燃剤の製品への使用を
抑制します。
・廃棄やリサイクルのために、製品には推奨プラスチック材料（ポリ
スチレン等）、推奨金属材料を使用します。
・取扱説明書等に使用する紙は再生紙を使用し、印刷インキは、オゾン
層破壊物質等の含有禁止物質を含まないものを使用します。 

・製品のリサイクル可能率を70％以上とします。
・リサイクルを容易にするため、全てのプラスチック製部品に材料名を
表示し、リサイクルに支障のない方法で製品名を表示します。

　2001年11月に販売開始したダイナミックエコ認定第1号商品の
ビジネスファクスを皮切りに、毎年ダイナミックエコ認定商品の適用を
推進しています（図5）。
　現在では、ダイナミックエコ認定商品の適用範囲は、ビジネス
フォン、ビジネスファクス、ひかり電話オフィスタイプ対応VoIPアダ
プター、家庭向けの電話機やファクス等、多機種の製品に及んでおり、
商品の切替時にはダイナミックエコ認定を継承しています。
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図5　Myビリング加入件数及びそれに伴う紙の削減量
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請求書等の紙資源削減の取り組み

　NTT西日本では、電話料金等を口座振替もしくはクレジットカード

決済でお支払いいただいているお客様へ、書面でのご案内に替えて、

インターネットで「ご利用料金のお知らせ」等をご確認いただける

サービス「Myビリング※」（会員サービス）を推奨しています。

　このサービスによって請求書や封筒等の紙資源の削減に努めた

結果、2012年度の紙の削減量は334.0t、「Myビリング」の加入件数は

195.5万件となりました（図5）

※  Myビリング（会員サービス）
　  ・インターネットご利用時に必要となる接続費用はご利用者ご自身の
　    負担となります。
　  ・「ご利用料金のお知らせ」、「領収金額」を1ヵ月ごとに12ヵ月分照会
　    できます（Myビリングご契約前のご利用料金は照会できません）。　

334.0

195.5

消火用特定ハロンの廃止

　オゾン層保護対策としては、ハロン消火設備の新設中止と代替ハロン消火設備導入に取り組んでいます。消火用ハロンガスとして使われて
いるのは主にハロン1301で、これまでその優れた消火性能や高絶縁性、低毒性、低オゾン性等からNTT西日本においても通信機械室、電算機室、
電力室等で使用し、約410tを所有しています。これら消火用ハロンガスについては、1992年以降新増設を廃止しています。
　ハロンに替わる消火剤として、代替ハロン消火システムの導入を行っています。これは、消火性能や人体・通信装置に対する安全性が高く、
オゾン層を破壊しない新しい消火剤※1を用いたシステムです。
　また、ハロン消火設備については誤放出の防止対策を行い、火災に対する安全性向上のために、火災を早期に検知する火災早期検知システム
（図3）の導入を推進しています。このシステムは、エアサンプリング式の超高感度煙検知装置により、低濃度の煙を感知することが可能な
火災検知システムで、空調循環風量の大きな空間の火災も短時間で発見することが可能であり、火災に対する安全性が向上します。
　2013年度も継続した取り組みを推進します。

※1　NN100※2、lnergen※3、FM200※4の3種類のいずれかとし、建物ごとに建設費等を総合的に勘案して選定することにしています。

※2　NN100

　　 イナート系消火剤。窒素ガスで構成されています。オゾン破壊係数、地球温暖化係数ともにゼロです。

※3　lnergen

　　 イナート系消火剤。N2、Ar、CO2の混合ガスで構成されています。オゾン破壊係数、地球温暖化係数ともにゼロです。

※4　FM200

　　 フッ素系消火剤で放出時間が制限されます。液体貯蔵の為、ボンベの容器本数がNN100、lnergenに比べ少なくなります。オゾン破壊係数はゼロで、
　　 地球温暖化係数は2050です。

【参考文献】
「産業連関表による環境負荷原単位データブック（3EID）2005年版」　発行元：独立行政法人　国立環境研究所
http://www.cger.nies.go.jp/publications/report/d031/jpn/datafile/index.htm

「日本発のデータセンター省エネ新指標DPPEの国際会議における検討について」　発行元：グリーンIT推進協議会
http://www.greenit-pc.jp/topics/release/pdf/dppe_j_20110228_2.pdf

「データセンタの電力効率のモデル化」　発行元：American Power Conversion
http://www.apc.com/jp/s/products/isx/APC_WP_No113_J_Final.pdf

※ICT機器の製造に係るCO2排出原単位、廃棄に係るCO2排出原単位を引用

※PUEの平均値を引用

※ICT機器に対するUPSの消費電力量を引用

通信機械室

代替ハロン消火ガスボンベ室

系統選択弁

吹出ヘッド

吹出ヘッド

スピーカー

避圧ダンパ

放出表示灯

通信装置通信装置

空調気流

空調機

超高感度
煙検知装置

（二重床内）

起動用ガス 蓄電池設備

制
御
盤

消
火
ガ
ス
配
管

手
動
起
動
装
置

代替ハロン消火ガス

エアサンプリング配管

図3　通信機械室における新消火・防火システム

LCA評価の基本条件（ホスティング）

ホスティングサービスの評価モデル（全契約）

ホスティングサービスの評価結果

電子コミックによる環境負荷低減　ーメディアは紙から電子へー

環境影響要因 オンプレミス ホスティングサービス（Bizひかりクラウド）
ICT機器利用 サーバー、UPS、空調、照明 サーバー、UPS、ネットワーク機器（データセンター側、お客様拠点側）、空調、照明

ネットワーク回線
データセンターの監視システム
保守・運用稼働に係る通勤

ー
ー
ー

保守・運用稼働

保守・運用稼働に係る通勤

保守・運用稼働

ー
ー

ー
ー
ー

ネットワークインフラ利用
ソフトウェア利用

人移動
物移動

材料・エネルギー消費
物保管
人執務

ICT機器利用＋
ソフトウェア利用

ネットワーク
インフラ利用

オンプレミス
ホスティングサービス
（Bizひかりクラウド）

1,770

642

0

3,300

人移動

6,811

2

人執務

14,096

5

合計

22,677

3,949

サーバー、UPS

照明 空調

保守・運用稼働

×11,000契約お客様側拠点

ネットワーク機器

×1データセンター

◆サーバー（パソコン）
　1台/1契約

◆サーバー・監視システム
　62台

◆ネットワーク機器
　79台　お客様ルーター（お客様拠点側）：1台/1契約

◆UPS・照明・空調
　NTT西日本データセンターのPUE（1.68）とIT機器に対するUPSの消費電力（0.6）から算出

◆ネットワークインフラ
　データセンター側、お客様拠点側各1回線/1契約

◆保守・運用稼働
　契約数

C
O
2
排
出
量【
t-
C
O
2
/年
】

単位：t-CO2/年

ICT機器利用＋
ソフトウェア利用

ネットワーク
インフラ利用

オンプレミス
ハウジングサービス
（一般的なDC）

62.9

62.9

0.0

0.3

人移動

2.2

0.1

人執務

4.6

0.2

合計

69.8

63.5

ハウジングサービス
（Bizひかりクラウド）

57.7 0.3 0.1 0.2 58.2

※電力原単位は、環境アセスメント共通基盤のデフォルト値を使用。
　デフォルト値：2010（電気事業連合会/連合会公表値）

◆UPS・照明・空調
　一般的なデータセンターのPUE（1.9）とIT機器に対するUPSの消費
　電力（0.6）から算出

◆保守・運用稼働
　960人時/年・1契約と想定

照明

保守・運用稼働

ネットワーク機器

サーバー、UPS、
監視システム 

オンプレミス

■ 人執務

■ 人移動

■ ネットワーク
　インフラ利用

■ ICT機器利用＋
　ソフトウェア利用

空調

×契約数お客様側拠点
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ハウジングサービスの評価結果
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ハウジングサービスの評価モデル（1契約あたり）

環境影響要因 オンプレミス

ICT機器利用 サーバー、UPS、空調、照明

保守・運用稼働に係る通勤

ー
ー

ー
ー
ー

一般的なデータセンター
サーバー、UPS、ネットワーク機器（データ
センター側、お客様拠点側）、照明、空調

保守・運用稼働に係る通勤

ネットワーク回線
データセンターの監視等システム

ー
ー
ー

Bizひかりクラウド
サーバー、UPS、ネットワーク機器（データ
センター側、お客様拠点側）、照明、空調

保守・運用稼働に係る通勤

ネットワーク回線
データセンターの監視等システム

ー
ー
ー

ネットワークインフラ利用
ソフトウェア利用

人移動
物移動

材料・エネルギー消費
物保管

保守・運用稼働 保守・運用稼働 保守・運用稼働人執務

照明

空調

お客様側拠点

サーバー、UPS

ネットワーク機器

データセンター

◆サーバー
　18.55台

◆UPS・照明・空調
　一般的なデータセンターのPUE（1.9）とIT機器に対する
　UPSの消費電力（0.6）から算出

◆UPS・照明・空調
　一般的なデータセンターのPUE（1.9）と
　IT機器に対するUPSの消費電力（0.6）
　から算出
◆保守・運用稼働
　3,460人時/年と想定

ネットワーク
インフラ

照明

ネットワーク機器

空調

お客様側拠点

保守・運用稼働
サーバー、UPS、監視システム

保守・運用稼働

ネットワーク機器

データセンター

◆UPS・照明・空調
　NTT西日本データセンターのPUE（1.68）とIT機器に
　対するUPSの消費電力（0.6）から算出

◆サーバー・監視システム
　18.55台

◆ネットワーク機器
　79台　お客様ルーター（お客様拠点側）：1台/1契約

◆ネットワークインフラ
　データセンター側、お客様拠点側各1回線

◆保守・運用稼働
　129,575人時/年

照明

ネットワーク機器

空調

お客様側拠点

サーバー、UPS、監視システム

保守・運用稼働

11.6t-CO2/年
17％削減

5.3t-CO2/年
8％削減

　オンプレミスと比較してホスティングサービス（Bizひかりクラウド）は、83％のCO2削減効果、ハウジングサービス（Bizひかりクラウド）は、
17％のCO2削減効果があることが分かりました。

　Green by ICTの取り組みの一環としてNTTスマートコネクト社の協力のもと、「Bizひかりクラウド」のライフサイクルアセスメント（LCA）を
実施しました。
　「ICTのグリーン化  Green of ICT」を進める一方で、ITを活用することで、業務の効率化とともに、ワークスタイルやライフスタイルを環境に
やさしいものに変えていこうとする「Green by ICT」にも取り組んでいます。業務のシステム化による省力化やペーパーレス化だけでなく、
人の移動の削減、ワークスタイルの変革にもつながるICTが環境負荷低減に果たす役割は小さくありません。その効果を定量的に示そうと
するのがLCAの手法です。
　一般的には、（1）評価の目的と調査範囲を設定し、（2）環境負荷物質（CO2等）の排出量を、製品のライフサイクルに沿って積算（インベントリ
分析）する。（3）算出された環境負荷量によって、どのような影響を及ぼすかを評価します。下記では、（2）のCO2の排出量までを、既存のオンプ
レミス環境や、一般的なデータセンターと、NTT西日本のサービスと比較してみました。
　なお、本評価は日本環境効率フォーラムの「情報通信技術（ICT）の環境効率評価ガイドライン」（2006年3月）に基づいて実施しています。

LCAについて

ホスティングサービスのLCA

Green by ICT　ーホスティングサービス・ハウジングサービスのLCAの取り組みー

ネットワーク
インフラ

PUE：消費電力効率（IT装置とその他の電力の比率）　UPS：無停電電源装置

　下図に示す評価条件、評価モデルにより算出した結果、オンプレミスと比較してハウジングサービス（Bizひかりクラウド）は、1契約あたり
11.6t-CO2/年、17％のCO2削減効果があることが分かりました。ハウジングサービス（Bizひかりクラウド）を利用すると、ネットワークインフラ
利用が増加する一方でICT機器利用、人移動、人執務を削減することができます。

ハウジングサービスのLCA

ネットワーク
インフラ

■ 人執務

■ 人移動

■ ネットワーク
　インフラ利用

■ ICT機器利用＋
　ソフトウェア利用

単位：t-CO2/年

PUE：消費電力効率（IT装置とその他の電力の比率）　UPS：無停電電源装置
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建物におけるグリーン設計

オフィス事務用品のグリーン購入

　一般的に建物の建設、保有、運用においては、多量の資源エネルギーを消費し、撤去時には廃棄物等の環境負荷を発生させます。NTT西日本は

多くの建物を保有していますが、建物の計画設計段階から地球環境保護への配慮を行い、環境への負荷を最小限に抑える「グリーン設計」を

推進しています。

　NTTグループでは、2000年10月に地球環境保護に配慮した建物の設計を推進するための目的・基本的考え方を取りまとめた「建物グリーン

設計ガイドライン」を制定しています。NTT西日本は、このガイドラインを着実に実行するため、 「建物グリーン設計ガイドライン《NTT西日本

解説版》」を制定し、より具体的な取り組み内容を明確にし、社内定着を図っています。「建物グリーン設計ガイドライン」は、建築基準法改正、

土壌汚染対策法施行、健康増進法制定等、環境関連法規の変更に追随して見直しを行い、2004年5月に第3版として改定を行い、現在運用して

います。

　なお、第3版では施設の運用段階も含めて、積極的な環境共生建物の実現をめざす内容となっています。

　NTT西日本グループでは、コピー用紙や文房具等、日常使用して

いる事務用品を購入する場合、価格や品質だけではなく環境への

影響も考慮し、グリーン購入ネットワーク※1に加入するとともに

その商品ガイドライン等を準用した低環境負荷事務用品の購入を

進めています。

　2012年度末では3,795品目の低環境負荷事務用品をグループ

共通経理システム※2に導入しました（図3）。

　また、事務用品単価表リストに「環境区分」を設けて低環境負荷

製品を容易に識別できるようにしています。

※1 グリーン購入ネットワーク

※2 グループ共通経理システム 

グリーン購入の取り組みを促進するために1996年2月に設立された企業・
行政・消費者の緩やかなネットワークです。全国で2,657団体の企業や行政
（2011年11月18日現在）が参加しています。

2008年度よりNTTグループで導入した共用型の経理システム。主な機能
としては債権・債務管理、固定資産管理等があり、電子調達機能もある
ことから、購入から支払事務手続きまでの処理ができます。

図3　オフィス事務用品のグリーン購入推移
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電気通信設備におけるグリーン調達の取り組み 

●環境方針………………………
●環境マネジメントシステム…

●リサイクル、廃棄方法………

●材料……………………………
●省資源…………………………
●分解の容易性…………………
●表示……………………………
●省エネルギー…………………
●梱包材…………………………
●廃棄処理の容易性……………

サプライヤーの環境方針作成
サプライヤーの環境マネジメントシステム構築

材料の統一、材料の選定、有害物の使用抑制
再生材料の使用、減量化、長寿命化
再使用可能な部品、材料毎に分解可能な構造の促進
材料名、リサイクル・廃棄処理に必要な情報の表示
電力、燃料消費の抑制
構造、材料、表示
廃棄時の環境への影響の配慮

リサイクル、廃棄方法の提案要請リサイクル・廃棄方法

サプライヤーの取り組み

製品アセスメントの実施

〈追補版〉グリーン調達ガイドライン

グリーン調達ガイドライン

サプライヤー

要求

Ⅰ.プラスチック材料の統一／選定

Ⅱ.有害物の使用抑制

Ⅲ.プラスチック材料名の表示

Ⅳ.省エネルギー

Ⅴ.サプライヤー評価 　

推奨プラスチック材料
（ポリエチレン、ポリプロピレン、
 ポリスチレン、ポリエステル） 

回避すべき加工方法

含有禁止物質（49物質）
含有抑制物質（28物質）
管理物質（34物質）

材料名の記号、表示方法、表示位置
　（ＪＩＳに準拠した記号の表示促進、
  ラベルによる表示の禁止）

梱包材
　（ＪＩＳに準拠した記号の表示促進）

法令等に基づく性能
（エネルギーの使用の合理化に関する法律、
  国際エネルギースタープログラムに準拠、
  NTTグループ省エネ性能ガイドラインに準拠）

抑制すべき性能　
（平均消費電力、発熱量、最大消費電力の抑制）

● 企業体制評価
　（環境方針の作成、
  環境マネジメントシステムの構築）

● 製品評価
　（製品アセスメント）

図1　「NTTグループグリーン調達ガイドライン」の概要

　NTT西日本は電気通信設備の構築にあたり、必要となる資材を全て社外から調達しています。そのため、調達した製品の環境への影響が
そのまま事業活動の環境影響に直結します。そこで、1997年7月に「NTTグループグリーン調達ガイドライン」（図1）を制定し（2010年4月改定）、
これに基づいて環境影響を低減するように配慮された製品を優先的に購入することを目的とした「グリーン調達」を開始しました。
　また、1998年１月には製品個々への具体的要求事項を定めた「〈追補版〉グリーン調達ガイドライン」（2010年12月改定）を制定し、調達製品の
提供者（サプライヤー）等へ協力を要請しています。

サプライヤー様評価の実施によるグリーン調達の実践

　サプライヤー様の環境保護の取り組み体制について評価を行います（図2）。
　これは、企業としての環境保護に対する積極性を確認するためのもので、積極的なサプライヤー様が増えるほどNTT西日本の製品の環境
配慮度合いも向上する可能性があり、社会全体としても意義の高いことであると考えています。

　製品評価の実施については、サプライヤー様に対し、可能な限り製品を構成する全品目の評価を行うことを求めています。評価を実施した
品目数により、評価点数に差を設ける等、公平性を維持することにも十分、配慮しています。
　製品評価の調査項目は「プラスチック材料の統一／選定」、「有害物の使用抑制」、「プラスチック材料名の表示」、「省エネルギー」等グリーン
調達ガイドラインの要求項目に沿った内容となっています。

　NTT西日本では、調達する製品の研究・開発から廃棄に至る「製品ライフサイクル」を通じた環境負荷の低減をめざす取り組みの一環として、
調達している製品に対する環境配慮材料、製法等の改善に関する提案をサプライヤー様からいただいています。これを「環境VA（Value 

Analysis）提案」といいます。

　2002年4月に、これまでのグリーン調達ガイドラインでの各種要求事項に対する評価の実施方法を定めた「サプライヤー評価ガイドライン」を
制定しました。
　これは、NTT西日本が調達している様々な製品について仕様書単位での環境配慮度合いを「企業体制評価」と「製品評価」の2つの側面から
定量的に把握・評価を行うものです。
　この評価結果を活用することにより、本格的なグリーン調達の実践が図られました。
　なお、評価対象製品は原則としてNTT西日本が調達を行う全製品ですが、調達量の多い製品及び今後、調達量が増加することが予想される
製品を中心に評価を進めています。2012年度には8仕様の製品の評価を実施しました。

①企業体制評価

②製品評価

ホームページ　http://www.ntt-west.co.jp/procure/activity/

図2　サプライヤー評価シート

環境ＶＡ提案の採用

3,795

図1　橋梁添架設備の耐火防護範囲 図2　プレキャスト工法

防護範囲

耐火防護

現にある又は
想定される可燃物

可燃物の高さ

11.0m

橋梁添架管路

外装材
（着色亜鉛鉄板又はステンレス）

橋梁添架管路

支持金物
断熱材

（セラミックファイバー）

建築用アスベスト含有吹き付け材の撤去状況について
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フロント・オブ・パイプとしての取り組み12
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建物におけるグリーン設計

オフィス事務用品のグリーン購入

　一般的に建物の建設、保有、運用においては、多量の資源エネルギーを消費し、撤去時には廃棄物等の環境負荷を発生させます。NTT西日本は

多くの建物を保有していますが、建物の計画設計段階から地球環境保護への配慮を行い、環境への負荷を最小限に抑える「グリーン設計」を

推進しています。

　NTTグループでは、2000年10月に地球環境保護に配慮した建物の設計を推進するための目的・基本的考え方を取りまとめた「建物グリーン

設計ガイドライン」を制定しています。NTT西日本は、このガイドラインを着実に実行するため、 「建物グリーン設計ガイドライン《NTT西日本

解説版》」を制定し、より具体的な取り組み内容を明確にし、社内定着を図っています。「建物グリーン設計ガイドライン」は、建築基準法改正、

土壌汚染対策法施行、健康増進法制定等、環境関連法規の変更に追随して見直しを行い、2004年5月に第3版として改定を行い、現在運用して

います。

　なお、第3版では施設の運用段階も含めて、積極的な環境共生建物の実現をめざす内容となっています。

　NTT西日本グループでは、コピー用紙や文房具等、日常使用して

いる事務用品を購入する場合、価格や品質だけではなく環境への

影響も考慮し、グリーン購入ネットワーク※1に加入するとともに

その商品ガイドライン等を準用した低環境負荷事務用品の購入を

進めています。

　2012年度末では3,795品目の低環境負荷事務用品をグループ

共通経理システム※2に導入しました（図3）。

　また、事務用品単価表リストに「環境区分」を設けて低環境負荷

製品を容易に識別できるようにしています。

※1 グリーン購入ネットワーク

※2 グループ共通経理システム 

グリーン購入の取り組みを促進するために1996年2月に設立された企業・
行政・消費者の緩やかなネットワークです。全国で2,657団体の企業や行政
（2011年11月18日現在）が参加しています。

2008年度よりNTTグループで導入した共用型の経理システム。主な機能
としては債権・債務管理、固定資産管理等があり、電子調達機能もある
ことから、購入から支払事務手続きまでの処理ができます。

図3　オフィス事務用品のグリーン購入推移
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・発泡スチロールの使用量を削減します。

・省エネルギーを考慮した設計を行います。

・国際エネルギースタープログラム対象製品は、これに準じた設計を
　行います。

<環境に配慮した梱包材>

<省エネルギー>

<環境に配慮した素材の採用>

<リサイクルしやすい設計>

ホームページ
http://www.ntt-west.co.jp/kiki/support/eco/eco_c2.html

図5　ダイナミックエコ認定機種図4　ダイナミックエコマーク

ダイナミックエコ認定商品

ダイナミックエコの認定

ダイナミックエコ認定基準

福祉電話の認定商品
「シルバーホン・ふれあいＳⅡ」

（情報機器）

VoIPアダプターの認定商品
「Netcommunity OG400Xa」

（情報機器）

環境に配慮した情報機器の開発

　NTT西日本の情報機器は、「お客様宅に設置される」「お客様の手に直接触れる」「お客様により廃棄される」等の理由から、人・地球にとって
環境負荷の小さい情報機器の提供をより一層推進することが必要です。そこで、2000年3月にNTTグループグリーン調達ガイドラインの追補
版として「通信機器グリーン調達のためのガイドライン」を制定し、一部商品においてはダイナミックエコの認定を受けています。

　NTT西日本が提供する情報機器が、環境への負荷低減等の環境
保全活動に寄与している情報を広く社会に公表することにより、
【環境に役立つ商品をお客様へ訴求すること】【環境対応を積極的に
アピールすることによる企業イメージの向上により商品競争力を
向上させること】を目的として、2001年3月、ISO14021に準拠した自己
宣言型の環境ラベル「ダイナミックエコ」を制定しました（図4）。
　「ダイナミックエコ」は、＜追補版＞「通信機器グリーン調達のための
ガイドライン」規定を基に、更に厳しい環境基準を満たした商品だけに
表示しています。
　「ダイナミックエコ」認定基準については、NTT西日本ホームページ
において公表し、情報機器における環境保護の取り組みをお客様に
理解していただくよう努めています。

・NTT西日本が指定する含有禁止物質について製品には使用しません。
・NTT西日本が指定する含有抑制物質については、使用を抑制するととも
に物質名・量を管理します。
・酸性雨で地中に溶け出して人体に影響がある鉛を、製品へ使用する
ことを抑制しています。
・焼却時にダイオキシン発生の恐れがあるPVC（ポリ塩化ビニル）、
非デカブロ系難燃剤以外のハロゲン系難燃剤の製品への使用を
抑制します。
・廃棄やリサイクルのために、製品には推奨プラスチック材料（ポリ
スチレン等）、推奨金属材料を使用します。
・取扱説明書等に使用する紙は再生紙を使用し、印刷インキは、オゾン
層破壊物質等の含有禁止物質を含まないものを使用します。 

・製品のリサイクル可能率を70％以上とします。
・リサイクルを容易にするため、全てのプラスチック製部品に材料名を
表示し、リサイクルに支障のない方法で製品名を表示します。

　2001年11月に販売開始したダイナミックエコ認定第1号商品の
ビジネスファクスを皮切りに、毎年ダイナミックエコ認定商品の適用を
推進しています（図5）。
　現在では、ダイナミックエコ認定商品の適用範囲は、ビジネス
フォン、ビジネスファクス、ひかり電話オフィスタイプ対応VoIPアダ
プター、家庭向けの電話機やファクス等、多機種の製品に及んでおり、
商品の切替時にはダイナミックエコ認定を継承しています。

フロント・オブ・パイプとしての取り組み12
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日米政府が承認する省エネルギーオフィス機器を対象とした任意登録
制度である「国際エネルギースタープログラム」の対象製品は、それに
準拠していること。

国際エネルギースタープログラムへの適合

「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン
購入法）」が適用される製品は、同法に定める判断基準等に適合して
いること。

グリーン購入法への適合

「エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）」が適用される
製品は、同法の定める「自動車、家電・OA機器に関する判断基準
（省エネ基準）」に適合していること。

省エネ法への適合

「NTTグループグリーン調達ガイドライン追補版Ⅱ有害物の使用抑制
ガイドライン」に規定されている有害禁止物質を含有していないこと、
もしくは回収体制等が確立していること。

含有禁止物の非含有

　お客様（法人）の情報通信システムを構築するにあたり、システムを
構成する機器類に関して環境負荷の少ない製品を提供することが
重要な要件となっています。
　特にパソコン端末をはじめとした、クライアント・サーバー系機器類に
関しては、グリーン購入法における特定調達品目に位置づけられている

ことからも、お客様要望に基づき、環境に与える影響が少ない製品の
選択・提案・構築を行うため、環境に配意した製品をラインナップできる
よう、機器調達の段階から、製品性能を把握するように努めています。
　具体的には、以下の条件を満たす機器を選定しています。
　〈2000年度調達（提案募集）以降、調達説明書へ記載〉

フロント・オブ・パイプとしての取り組み12

法人ユーザーに納入するシステム商品における対応


